



























































































































































































































































































































































































































（平均点：L33） 平均以上 平均以下 合計
日本（n＝675） 30．2％ 69．8％ 100．0％






















































年齢 勤続年数 個人業績 職務遂行能力 職務内容 組織の業績 臥の仕事への
謔闡gみ姿勢
その他
平均以上（n・139） 19．2 10．7 16．6 22．5 9．9 7．3 1t5 2．5
一般社員
ﾌ給与
平均以下（n・341） 23．7 12．8 16．6 18．8 9．0 6．1 10．8 2．2
海外4力国（n・568） 5．3 8．8 18．7 18．7 17．6 11．8 16．03．3
平均以上（n・134） 10．6 7．6 27．7 15．1 8．6 14．9 12．0 3．4
一般社員
ﾌ賞与
平均以下（n・335） 14．0 8．6 26．8 14．8 7．0 13．3 11．3 4．1
海外4力国（n・514） 5．6 6．8 21．7 16．8 14．0 19」 14．4 1．6
平均以上（n・138） 12．9 8．2 22．0 19．9 13．2 12．59．0 2．3
管理職の
距^
平均以下（n・338） 16．3 8．7 18．3 20．1 11．5 13．5 8．9 2．7
海外4力国（a・567） 5．5 7．8 18．0 18．7 17」 14．1 16．3 2．5
平均以上（n・132） 7．7 6」 28．9 14．8 8．3 23．4 8．1 2．6
管理職の
ﾜ与
平均以下（n・330） 10．3 6．1 26．7 13．7 8．7 22．9 7．3 4．2































































































































































































































































インセンティブ・システム 年齢 一〇，013嚢★☆ 一〇，013★★★ 一〇．010★亡★ 一〇，008壷☆★
個人の業績 一〇．008★資★ 0，000 0，002 一〇，002脅
職務遂行能力 0，003 一〇．001 一〇，005費貨 0，003
職務内容 0，001 0，007★嚢 0，001 一〇．004
組織の業績 0，006★ 一〇．004曹禽 0，000 一〇，006★貢★
仕事への取組み姿勢 0，004 一〇，005曹 一〇，006☆ 0，004
制度利用者が出た際の職場対応 部門内のみ対応dummy 一〇，121 ★★ 一〇．111 ★ 一〇，108曹 一〇，081
N 2036 2036 2036 2036
































インセンティブ・システム 年齢 。0，003嚢賞嚢 一〇．007冑嚢★ 一〇．004嚢★鳶 一〇．003曹曹
個人の業績 一〇．007歯嚢★ 一〇，003貞★脅 一〇，005★★★ 一〇，003★禽★
職務遂行能力 0，001 0，001 一〇．003★禽 α005鳶★★
職務内容 0，006尉費★ 一〇，007★★嚢 0，005★★★ 一〇．005★★
組織の業績 0，008費噺★ 一〇，003★嚢 0，005蜘蜘★ 一〇，001
仕事への取組み姿勢 一〇，002 一〇，002 一α004貢 一〇，003
制度利用者が出た際の職場対応 部門内のみ対応dummy 一〇．059 一〇．021 一〇．059 一〇，050
N 4702 4702 4702 4702

























































































































































































































































































































2．2 22 L5 5．9 4．4
左記に当てはま



















































































































































































































































































































































































ﾆ務 職場の特徴 勤続 勤務時間??＝???????
情報サービス業
@　（C社） 知財法務
8人
驪ﾆブランド管理、
Rンプライアンス管
搏凾?S当
　11年目
i中途採用）
7時間
i1時間短縮）
注：調査対象者は電機連合傘下企業ではないが、本調査への協力を依頼しインタビューに応じてもらった。
（22）　ニッセイ基礎研究所（2008）は、「管理職」による育児短時間勤務制度の利用は3．3％しかないことを明らか
　にしている。また、少々データは古いがニッセイ基礎研究所（2004）では、企業側制度の適用が難しい職種をた
ずね「管理職」を上げるものが多かった。なお、管理職（相当職）は、日本企業では通常、課長以上を指し、主
任・係長クラスは含まないが、後者も部下を持ち役付きであるため、彼・彼女らを含めるときに「役職者」と呼
　んだ方が正確である。しかし、本節では、この区別はさほど重要でないため、これらをすべて「管理職」と記す。
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　（2）短時間勤務内での「管理職」としての役割遂行
　「管理職」の役割について、日置ほか（1998）は「マネジメント・コントロールの担い手」と
「タスク遂行者」であるとしている。前者は部下マネジメントを、後者は組織内で必要な交渉・調
整の役割を指している。
　1氏（事例7）によれば、「管理職」の役割は「組織のパフォーマンスを最大化すること」であ
り、短期的には職場のパフォーマンスを落とさないよう、部下の業務遂行状況を管理・指導する
ことであり、中長期的には組織全体の持続的発展を視野に入れ、部下育成を含む組織全体の体制
構築等など人事戦略の企画・立案および実行のためのプロセスを具現化することとしている。つ
まり、前者の業務は“タスク遂行者”としての役割、後者の業務は“マネジメント・コントロー
ル” ﾒとしての役割と言える。これらの役割を短時間勤務内で果たすためのポイントとして1氏
（事例7）のインタビュー調査から以下の2点を指摘できる。
　第一に、短時間正社員制度を利用する前に管理職に昇進しその業務を一通り経験していること
である。その経験から、管理職としての役割に優先順位をつけ、重要度が高くなくルーティン業
務的な内容の業務については下位職（グループリーダーなど）へ委譲しているほか、緊急対応時
の指示命令系統を明確にし体制整備を図っている。これにより、業務効率化といった短期的組織
パフォーマンスの維持・最大化する役割を果たすとともに、組織内の業務の多能工化および各メ
ンバーの能力向上を実現し長期的組織パフォーマンス向上の役割も果たしている。
　第二に、在宅勤務など多様な働き方を組み合わせている点である。第一のポイントとも関連す
るが、1氏はこれまでの経験に基づき、職場で対応すべきこと、在宅で対応できることを切り分
け、後者については在宅勤務でこなしている。在宅勤務の併用は、ある意味、短時間勤務内で「管
理職」としての役割を果たすことは難しいことを示唆している。また、1氏はたとえ在宅勤務制
度を活用しても、緊急性の高い業務を果たすことは困難であると指摘する。つまり、「管理職」の
2つの役割のうち、短期的組織パフォーマンスの最大化については、一部役割を果たせない可能
性がある。
　以上から、「正社員」としての職業能力を持つ管理職については、短時間正社員制度を利用する
ことも可能であるが、その円滑な利用のためには、管理職としての業務経験を早い段階からさせ
ておくことが重要になる。したがって、場合によっては従来の管理職育成のためのキャリア形成
プロセスの見直しが必要となってくるだろう。しかし、女性については、男性以上にキャリア形
成のあり方が深刻になると思われる。現在のわが国の企業では女性管理職比率の低さが課題と
なっているが、その原因の一つに「必要な知識、経験、判断力を有していない」ことが指摘され
ている（23）。女性は育児休業と短時間正社員制度の長期利用が多く、管理職レベルの能力を開発す
るためのキャリアプロセスに乗ることが難しい状況にある。女性従業員を中心に、短時間正社員
制度等を利用しながらも管理職レベルの能力を持たせ、経験を積むことができるキャリア形成の
あり方がますます求められるようになるだろう。
　また、在宅勤務を含む多様な働き方の整備も管理職としての役割を果たすうえで重要である。
しかし、これらの体制整備ができたとしても、緊急性の高い業務に対しては管理職としての役割
（23）　『平成18年度女性雇用管理基本調査』
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を十分に果たせない可能性がある。一部の管理職が不在の中、緊急性の高い業務に対して組織と
してどのような体制を整備しておくのか、各職場で検討しておくことが必要であろう。
　3－5　能力開発・自己啓発を目的とした短時間正社員の可能性
　本調査の目的に直接即したものではないが、今回のインタビュー調査では自己啓発を目的とし
て制度を利用したm氏（事例8）にその理由、効果などについて話を聞いている（表3－7）。自
己啓発の短時間勤務は、育児・介護などの家庭責任を果たす必要があることを目的としたものに
対し、必ずしも果たさねばならない責任ではなく、それに対して企業や職場が支援する必要があ
るのか、という点からか、その利用拡大が進んでいない。また、高い専門性を習得することをと
おして制度利用者だけのキャリアが向上する可能性があるため、職場への負荷をかけて制度利用
することに躊躇することが利用拡大が進まない背景にある。本節では、これらの指摘が適切であ
るかを検証する。
図表3－7　インタビュー調査対象者の概要（自己啓発を目的とした短時間正社員）
制度
?p者 会社
担当
ﾆ務 職場の特徴 勤続
制度利用
@期間 勤務時間
函m氏（女性）　担当職 情報サービス
@　業@　C社
スタッフ
@部門
4人
V卒・中途採用、
l事制度の構築・
?閨A社内研修の
驩謫凾?S当
5年目
i中途採
@用）
2年半
週4日勤務
iフルタイム
ﾎ務）
注：調査対象者は電機連合傘下企業ではないが、本調査への協力を依頼しインタビューに応じてもらった。
　m氏は、担当業務について、経験値や現場意見に基づいて専門性を深めるだけでなく、客観的、
理論的知識を付加することによって体系的にとらえたいと考え、大学院へ進学している。その際、
勤務形態を週4日のフルタイム勤務（時間外労働可）とした。その制度利用による職場への功罪
は以下のとおりである。
　まず、これまで指摘されてきた職場への負荷については、他者への負荷は生じていない。この
要因として職場での業務の見直し・再配分があげられる。これらは、必ずしもm氏の制度利用を
きっかけとしているとは言えないが、各自の担当範囲を明確にすることによって、m氏の制度利
用に対する正確な判断に役立つとともに、職場内の多能工化にもつながり、職場全体の能力向上、
業務運営リスクの軽減に効果をもたらしている。
　また、m氏自身の労働時間についても、他の出勤日の時間外労働および年休取得に大きな影響
はなかった（24）。この理由としては、ITッールやインフラの活用があげられる。前述の1氏（事例
7）同様、m氏においても職場に出勤した時間内で担当業務を支障なく完結させることは難しい。
したがって、ITツールを活用して業務の進捗を把握し、適宜上司と連携を図りながら対応すると
ともに、大学院や自宅で業務を処理している。ここでも在宅勤務などテレワークの併用が円滑な
短時間勤務制度の運用に役立っている。
（24）ただし、急を要する業務が生じた際は、勤務日以外の日に出勤することもあった。
96
　以上のように、自己啓発を事由とした短時間勤務等でも職場にマイナスの影響はなく、むしろ
プラスの効果をもたらしているといえる。グローバル競争が激化する時代においては、技術系部
門、事務系部門に関係なく、時代に即しかつ来る将来に求められる知識・スキルを習得しておく
ことは重要である。また、不確実性の高い経済・社会に対応するための知識やノウハウの提供に
おいて、一企業内の教育やOJTのみで対応するのは限界があるだろう。
　以上の視点から、育児や介護に限らず、自己啓発をはじめとする各自の能力開発に対しても短
時間正社員制度を適用していくことは、企業の持続的発展に資することになるといえる。
　3－6　おわりに
　本節では、フルタイム正社員と短時間正社員の仕事内容（性質）の違いを明らかにしたうえで、
短時間正社員の仕事が変化に注目しながらキャリアへの影響を考察した。本節で明らかになった
点は以下の4つである。
　第一に、フルタイム正社員と短時間正社員の業務には3つの違いがある。1つは、「迅速性・緊
急性」の有無である。これは社外関係者への強い責任と厳密なスケジュールと深く関係し、業績
への影響度が大きいため、決められた時間以外での労働が求められ、フルタイム正社員が担当す
ることになる。これに対し、短時間正社員の業務はそのステークホルダーが「社内」であること
が多く、スケジュールの柔軟度は高くなるが、業績への責任や貢献は小さくなる。この業績貢献
度は仕事の大きさと深く関係することはいうまでもないが、脇坂（2012b）による短時間勤務者の
仕事のやりがい感の低さは、業績貢献度の大きさが影響していると考えられる。2つめの違いは
「チャレンジ性」の有無である。チャレンジ性を有する業務は、高い集中力とまとまった時間が不
可欠であると同時に、本業務経験を通して高い専門性を習得することが期待されている。しかし、
短時間正社員の業務はこの性質を有していないため、将来的にフルタイム正社員と能力格差が生
じる可能性がある。3つ目の違いは「出張」の有無である。出張は単なる業務の都合ではなく、
交渉力、判断力、さらにはそれらを裏付ける知識力の実践の場、リーダーとしての資質を養う場
として位置付けられていた。しかし、短時間正社員は出張を伴う業務が割り当てられることが少
ないため、交渉力、判断力を醸成する能力機会を喪失している可能性がある。
　第二に、各職場では「管理職」レベルの問題解決力、交渉力、判断力を有する人材を育成する
ためのキャリアプロセスが構築されており、その育成期間は10～20年と長いことが分かった。こ
れらの能力醸成には仕事が高度化するように変化していくことが不可欠である。
　第三に、短時間正社員の仕事内容は制度利用開始時からほとんど変化しないことがわかった。
前述のとおり、能力開発には仕事の変化が重要であるが、短時間正社員は仕事内容が変わらない
ことから、制度利用期間が長期化するほど、能力開発に必要な仕事と疎遠になるうえ、企業等が
求める職業能力を醸成するためのキャリアプロセスからはずれキャリア形成機会を喪失する可能
性がある。この危険性においては、男女の違いがない点は注目すべきである。
　第四に、企業が求める職業能力をすでに有する「管理職」は、短時間正社員として就業するこ
とが可能であるといえる。ただし、管理職の短時間勤務には、下位職への権限委譲や在宅勤務な
ど柔軟な働き方の併用が重要になり、委譲すべき業務、在宅で対応すべき業務の適切な判断には
「管理職」としての業務経験がポイントになる。
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　今後、短時間正社員の必要性が高まるであろう。一方で、その恒常化がキャリアの観点で懸念
される中、制度を円滑に利用しながら企業が必要な時に、必要な能力を備えた人材を質・量とも
に確保していくためにはどのような対応が必要であろうか。
　1つめに短時間正社員制度を利用しながらキャリア開発できるよう、中核人材育成プログラム
を多様化する必要がある。従来の中核人材像とその育成プロセスはフルタイム正社員を基本と
し、かつそのプログラムは画一的であった。今後は短時間正社員も含めたキャリア開発が可能な
モデルが必要になろう。その際、短時間勤務をする期間が一時的なケースと恒常的なケースを併
せて検討し、後者については正社員に期待される職業能力を十分に形成できない可能性を加味し
た運用や処遇が必要になるかもしれない。
　2つめに、短時間正社員制度の見直しがあげられる。本節ではフルタイム正社員の業務を長期
にわたって経験しないことがキャリア形成に支障をきたす可能性を指摘したが、キャリア形成に
必要な業務については、短期間でもフルタイム勤務に戻ることを制度利用者、管理職ともに検討
することも必要であろう。そのためには、短時間勤務とフルタイム勤務を柔軟に行き来できる制
度にすることが必要である。
　3つめには、職場の働き方の見直しがあげられる。短時間正社員制度の利用期間が長期化して
いる背景には、長時間労働が常態化している中、仕事とそれ以外の両立は困難と判断し、賃金の
減額やキャリアロスを不本意ながら選択する制度利用者も少なくない。ニッセイ基礎研究所
（2008）は、育児の短時間勤務制度を利用しにくい理由として職場の多忙性やそれが原因と思われ
る周囲への気遣いがあることを指摘している。これらの解消が制度の利用期間を短縮化させると
ともに、担当業務の難易度があがることによってキャリア意識を向上させる可能性もある。
　4つめには、管理職（上司）と制度利用者とのキャリアに対する話し合いがあげられる。本調
査では、制度利用者の上司が短時間正社員の仕事と家庭の両立を考慮する一方で、制度利用者の
キャリアのあり方や制度利用の長期化がキャリアに及ぼす影響について話し合っていないことが
明らかになった。仕事と家庭の両立に対する理解は確かに重要である。しかし、管理職として組
織のパフォーマンスを最大化するうえで、フルタイム勤務をする部下を育成・活用するだけでな
く、多様な働き方する部下に対しても制度を利用しながら能力開発を促すことも管理職の役割の
1つである。
　制度利用者自身についても、「正社員」としての役割を再考し、キャリア開発に対する意欲を持
つことが求められる。そのうえで、パートナー（配偶者）と互いのキャリアについて、制度利用
のタイミングも含め話し合い、協力し合っていくことが求められる。男女に関係なく、組織に雇
用されている者は期待される役割がある。パートナー（配偶者）のいずれかが短時間正社員制度
を長期に渡って利用するのではなく、キャリアアップに重要な時期には、一度フルタイム勤務を
させるべく、他方が短時間勤務をするといったパートナー（配偶者）間の理解・協力も不可欠で
ある。
　多様な働き方を望む従業員が増加する可能性が高まるなか、企業と従業員がともに利益を享受
しあえる制度利用のあり方を検討することが急務である。
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　4節WLBの「バランス」とは何か？
　WLBは「仕事と生活の調和」と訳されている。「調和」はHarmonyであり、バランスは「均衡」
とか「釣り合い」と略すはずである。しかし名訳であると思う。WLBを図式化するのに、「仕事」
と「生活」を天秤にかけ釣り合ったイラストがよく書かれる。この釣り合っている姿が理想で、
おおむね活動時間が50：50のイメージである。これは、かなり強引なステレオタイプで、ほとん
どのフルタイム社員は「ワーク」の方が重く、専業主婦、引退高齢者は「ライフ」の方が重いで
あろう。これを無理矢理釣り合わせようとすると、どこかがおかしくなる。
　バランスの忠実な訳は「釣り合い」だが、WLBの意味するところは「調和」で、もっと言えば、
仕事と生活が互いに良い相乗効果を与える姿がWLBの理想である。ゆえに労働時間や家事・育児
時間もレジャーは時間の理想は、人それぞれ異なる。WLBが崩れているとは、仕事だけで生活が
みえなくなり、生活からの良い効果がゼロであったり、仕事が質量ともに少なすぎて（究極は失
業）、生活への悪い影響ばかりもたらすときである。
　この正の（良い）相乗効果は、シナジー（synergy）と呼んだほうが適切な場合が多い。　WLB
を保つとは、仕事（キャリア）を支える生活のあり方を追求し、そしてより良き生活を目指すた
めの働き方を追求していくことである。このことは配偶者の選択にも多きな影響を与える。出産
をしてキャリアを追求したい女性にとっては家事・育児に協力的な夫を選ぼうとするのが最もよ
い例である。
　かつて脇坂は処女作（『会社型女性』1990年）で、上記のことをかなり心配し、少々過激に次の
．ように述べた。「人生経験の豊富な企業の人事担当者が、（適切な夫探しに）力をいれるべきであ
る」「有能な女子を、女性に理解ある男子と結びつける。あるいは転勤のない職業の男性を紹介す
る」女性のキャリアと結婚市場のみを視野に入れた提言であった。WLBを本格的に視野に入れる
と、もちろん個人つまり一人の労働者が、自ら伴侶を探し選んでいくべきである。WLBの考え方
の広がりは、キャリアや生活様式そのものを再考させる。
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